
京都市がん検診推進事業実施要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、厚生労働省において作成された「新たなステージに入ったがん検診

の総合支援事業実施要綱」（以下「国要綱」という。）で規定された特定の年齢に達し

た市民及び本市が独自に定める特定の年齢の市民に対して、がん検診の受診勧奨を実施

するとともに、子宮頸がん検診、乳がん検診及び胃がん検診の実費負担金を免除するこ

とにより、がん検診の受診を促進することを目的とする。 

 

（対象者） 

第２条 本事業の対象者は次の各号のいずれにも該当する者とする。 

⑴  当該年度の基準日に、本市に住所を有し、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１

号）に基づき本市の住民基本台帳に記録されている者 

なお、基準日は４月２０日とする。ただし、本市が独自に定める特定の年齢の市民

を対象とする場合はこの限りではない 

⑵  当該年度の４月１日において、次に掲げるがん検診の区分に応じ、それぞれ次に定

める要件を満たす者 

ア 子宮頸がん検診 ２０歳・２４歳・２８歳の女性 

イ 乳がん検診   ４０歳の女性 

ウ 胃がん検診   ５０歳の方 

 

（事業の実施） 

第３条 本市は、対象者に対し、京都市子宮頸がん検診無料クーポン券、京都市乳がん検

診無料クーポン券又は京都市胃がん検診無料クーポン券（以下「クーポン券」という。）

を送付する。 

２ クーポン券の有効期間は、当該年度の３月３１日までとする。 

 

（検診の実施） 

第４条 がん検診の実施については、京都市子宮がん検診実施要綱、京都市乳がん検診実

施要綱及び京都市胃がん検診実施要綱の規定を適用する。 

 

（費用の免除） 

第５条 クーポン券を用いて本市の子宮頸がん検診、乳がん検診又は胃がん検診の実費負

担金の免除を受けようとする者は、受診受付時に指定医療機関又は京都予防医学センタ

ー（以下「実施機関」という。）にクーポン券を提出しなければならない。 

 

（再発行の申請） 

第６条 クーポン券の再発行を求める者は、市長に申請しなければならない。 

 



（転入者の取扱い） 

第７条 基準日の翌日以降に本市に住所を有し、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１

号）に基づき本市の住民基本台帳に記録されている者で、第２条第２号に該当する者は、

対象者とみなす。 

２ 前項にある者で、かつ、本市の子宮頸がん検診、乳がん検診又は胃がん検診の実費負

担金の免除を受けようとする者は、検診を受診するまでに、市長に申請しなければなら

ない。 

 

（実費負担金の還付） 

第８条 第３条第２項に定める有効期間中に、実費負担金を支払って本市が実施するがん

検診を受診した者がその還付を求める場合は、「京都市子宮頸がん検診受診料金」還付

請求書（第１号様式）、「京都市乳がん検診受診料金」還付請求書（第２号様式）又は

「京都市胃がん検診受診料金」還付請求書（第３－１号又は２号様式）にクーポン券及

び実費負担金を支払ったことを証する書類を添えて、市長に請求しなければならない。 

２ 実費負担金を支払ったことを証する書類を提出することができない場合は、本市が実

施機関へ実費負担金を支払ったことを確認することで、書類の提出に代えるものとする。 

３ 還付の請求は、当該年度の翌年度４月３０日までに行うものとし、郵送により請求を

行う場合においては、当該日の消印を有効とする。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和６年６月２８日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和７年４月１日から適用する。 

 

 

 


